
日米クリーンエネルギー協力
経費

2

計 54 40

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

2

3 0

第三国における経済課題に対
する日米共同取組実施経費 0 0

日米・日加経済関係検討
フォーラム開催経費 4 2

対日理解促進プログラム関係
経費

マンスフィールド研修計画
3 3

硫黄島日米合同慰霊顕彰式
に出席する政府・国会関係者
等の渡島経費

2

桜寄贈１００周年記念関連事業
8 0

対北米経済政策に必要な経費
2

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

対米加外交政策費 16 14
対米加外交政策費の諸謝金に関し、過去３年間の執行残の要因を検討し見直し。

日米日加経済関係フォーラムの在外職員等旅費に関し、過去３年間の執行残の
要因を検討し見直し。

16 17

(4) (                )

単位当たり
コスト

　　　　　３百万（円／件） 算出根拠 平成２３年度執行額　÷　会合等の件数

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 23年度 24年度活動見込

政府関係者や有識者，経済界や一般市民等の
参加を得て，北米諸国との間で各種会合，研
修，周年事業等を実施した。

活動実績

（当初見込
み）

会合等
の回数

4 8 14 ―

21年度 22年度

(9)

達成度 ％ － － －

－

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

重層的な日加関係の構築を目指すものであ
り，その参考となる指標として，カナダからの訪
日者数を使用する。

成果実績 人 152,756 153,303 101,299 101,299

23年度
目標値

（　　年度）

政治・経済を通じた対日理解促進，日米友好親
善増進等を成果目標とし，参考となる指標の一
つとして，米国一般人への対日世論調査にお
いて「日本人と米国人は良く理解し合っている」
と答えた人の割合を使用する。

成果実績 42 43 42 43

達成度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 21年度 22年度

％ － －

執行率（％） 66 48 72

執行額 26 28 42

計 41 58 57 54 40

－ － －

繰越し等 － － － －

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 41 58 57 54 40

補正予算 －

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

①日米，日加政府間（首脳，外相レベルを含む）での共通の諸課題に関する協議・政策調整の実施
②日米・日加両国間における重層的な交流・対話の実施
③日米経済関係強化に向けた取組
④「日加経済枠組み」に基づく日加経済関係強化

実施方法

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
別紙参照

関係する計
画、通知等

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

日・北米諸国が直面する国際社会共通の諸課題についての両国政府間の緊密な連携を一層強化し，また，持続可能な経済成長に資する
各種の政策分野での協調を推進すること。

事業開始・
終了(予定）年度

別紙参照 担当課室
北米第一課
北米第二課

課長　吉田　朋之
課長　大鶴　哲也

会計区分 一般会計 施策名 I-2　北米地域外交

事業番号 234
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(外務省)

事業名 北米諸国との協力推進 担当部局庁 北米局 作成責任者



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

関連する過去のレビューシートの事業番号

407,412,419,425,427
３８８，３８９，３９３，３９６，３９９，４０３，４０
４，４４，４５

抜
本
的
改
善

執行残を踏まえた見直し

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

縮
減

対米加外交政策費の諸謝金に関し、過去３年間の執行残の要因を検討し見直し。
日米日加経済関係フォーラムの在外職員等旅費に関し、過去３年間の執行残の要因を検討し見直し。

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

点
検
結
果

執行実績を考慮し，また入札等を用いて適切な予算要求及び執行に努める。

予算監視・効率化チームの所見

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 　※類似事業名とその所管部局・府省名

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。 年度当初に見込んでいた活動を着実に実施してきている

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。 各事業実施にあたり，入札等を用いて必要最小限の経
費支出となるよう常に配慮し，経費削減に務めている。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

政治・経済を通じた対日理解促進，日米友好親善増進
等を目的としていることから，国が実施すべき事業であ
る。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事
業となっていないか。

- 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

計 16 14

旅費 0.9 1

その他 9 4

人件費 6 9

執行率（％） 58 93 81

執行額 7 16 15

計 12 17 19 16 14

繰越し等 － － － －

補正予算 － － － －

当初予算 12 17 19 16 14

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度要求

予
算
の
状
況

会計区分 一般会計 施策名 I-2　北米地域外交

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第一項、第七項

関係する計画、
通知等

個別事業名 対米加外交政策費 担当部局庁 北米局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

担当課室 北米第一課 課長　吉田　朋之

(別紙）



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

個別事業名： 対米加外交政策費

外務省

１５百万円

A.事務補助員５件

７百万円

○業務概要

出張旅費，事務補助員賃金等

賃 金

会議費

【競争性のない随意契約】

B.出張者３８名

（国外５百万円）

（国内0.７百万円）
国外出張1７名

国内出張 ３１名

Ｅ．楼外楼飯店，

（株）フジランド等

0.７百万円

Ｄ．（株）フォーサイト等

0.１百万円
消耗品，事務用品修理等

【競争性のない随意契約】

【競争性のない随意契約】

Ｃ．日の丸リムジン等

２百万円
車両借り上げ等



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 1 計 0

旅費 国外出張 1

B.出張者Ａ F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 3 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

人件費 事務業務 3

個別事業名：

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.分析員 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ．

Ｄ．

Ｅ．

6 株式会社　フジランド 0.03 随意契約

4 有限会社　ビジョンブリッジ 0.01 随意契約

5
株式会社　ビーデリサービス菱膳
新橋店 0.05 随意契約

3 有限会社　永華 0.1 随意契約

2 御曹司きよやす邸 0.2 随意契約

1 株式会社　ロイヤルパークホテル 会議費 0.2 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

4 （株）イトーキ 消耗品 0.003 随意契約

3 （株）セイワビジネスサプライズ 消耗品 0.003 随意契約

2 （株）フォーサイト 備品修理 0.02 随意契約

1 （株）イワナシ 消耗品 0.03 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9
株式会社ＡＮＡケータリングサービ
ス 会議費 0.01 随意契約

8 有限会社　ビジョンブリッジ 会議用機材 0.03 随意契約

7 日本空港テクノ株式会社 空港設備借料 0.04 随意契約

6 株式会社　アテナ 国旗手配 0.1 随意契約

5 株式会社　帝国ホテル 会議費 0.2 随意契約

4 国際ハイヤー株式会社 車両手配 0.3 随意契約

3 セイノー引越株式会社 設営機材 0.3 随意契約

2
株式会社　サイマル・テクニカル・
コミュニケーションズ 同時通訳機材 0.3 随意契約

1 株式会社　キャンバス・ドーム 設営機材 0.5 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 出張者Ｊ 国内 0.1

9 出張者Ｉ 国内 0.1

8 出張者Ｈ 国内 0.1

7 出張者Ｇ 国外 0.2

6 出張者Ｆ 国外 0.4

5 出張者Ｅ 国外 0.4

4 出張者Ｄ 国外 1

3 出張者Ｃ 国外 1

2 出張者Ｂ 国外 1

1 出張者Ａ 国外 1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

5 事務補助員Ｄ 事務業務 0.8

4 事務補助員Ｃ 事務業務 0.6

3 事務補助員Ｂ 事務業務 1

2 事務補助員Ａ 事務業務 1

1 分析員 事務業務 3

対米加外交政策費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率





平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

計 16 17

その他 16 16

旅費 0.6 0.7

執行率（％） 82 5 97

19 17 16 16 17

執行額 15 1 16

繰越し等 － － － －

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 19 17 16 16 17

補正予算 －

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

－ － －

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第二項、第三項

関係する計画、
通知等

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成１９年度開始 担当課室 北米第一課 課長　吉田　朋之

会計区分 一般会計 施策名 I-2　北米地域外交

(別紙）

個別事業名
硫黄島日米合同慰霊顕彰式に出席する政府・
国会関係者等の渡島経費

担当部局庁 北米局 作成責任者



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

個別事業名： 硫黄島日米合同慰霊顕彰式に出席する政府・国会関係者等の渡島経費

硫黄島において開催される『日米硫

黄島戦没者合同慰霊追悼顕彰式』等の

開催に伴う日本側参加者の硫黄島への

電源車等の輸送に伴う自衛隊機

燃料の手配

外務省

１６百万円

A.出張者

国外 ０．７ 百万円

国内 ０．０２百万円

国外 ３名

Ｃ.日鉱日石エネルギー株式会社

0.５百万円

【競争性のない随意契約】

【随意契約】

Ｂ.（株）日本航空インターナショナル

１５百万円

チャーター機手配



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 15 計 0

借料 チャーター機代 15

B.日本航空インターナショナル F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

個別事業名： 硫黄島日米合同慰霊顕彰式に出席する政府・国会関係者等の渡島経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ．

1 日鉱日石エネルギー株式会社 燃料代 0.5 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 日本航空インターナショナル チャーター機代 15 随意契約 不落

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

8 出張者Ｈ 国内 0

7 出張者Ｇ 国内 0

6 出張者Ｆ 国内 0

5 出張者Ｅ 国内 0.01

4 出張者Ｄ 国内 0.01

3 出張者Ｃ 国外 0.2

2 出張者Ｂ 国外 0.2

1 出張者Ａ 国外 0.2

硫黄島日米合同慰霊顕彰式に出席する政府・国会関係者等の渡島経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

計 3 3

その他 2 2

会議費 0.3 0.3

執行率（％） 78 87 83

2 3 2 3 3

執行額 2 2 2

繰越し等 - - - -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 2 3 2 3 3

補正予算 -

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

- - -

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第一項

関係する計画、
通知等

マンスフィールド研修計画

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成８年度開始 担当課室 北米第一課 課長　吉田　朋之

会計区分 一般会計 施策名 I-2　北米地域外交

(別紙）

個別事業名
マンスフィールド研修計画
（日米行政官交流計画）

担当部局庁 北米局 作成責任者



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

個別事業名： マンスフィールド研修計画（日米行政官交流計画）

外務省

3百万円

「マンスフィールド研修計画（日米行政官交流計画）」に基づき来日する予定の

研修員（第１５期23.4.1～23．8.31、第１６期23.9.1～24.3.31）に対し、同研修期

間中、各省庁等で最低限必要な日本語を習得するための日本語研修業務の

委託

Ａ．（学）長沼スクール

東京日本語学校

0.6百万円

【随意契約】

Ｂ．（学）長沼スクール

東京日本語学校

1百万円

【一般競争入札】

「マンスフィールド研修計画（日米行政官交流計画）」に基づき来日する予

定の研修員（第１５期生23.4.1～23．8.31）に対し、同研修期間中、各省庁

等で最低限必要な日本語を習得するための日本語研修業務（注１）

「マンスフィールド研修計画（日米行政官交流計画）」に基づき来日する予

定の研修員（第１６期生23.9.1～24.3.31）に対し、同研修期間中、各省庁

等で最低限必要な日本語を習得するための日本語研修業務（注２）

※注１

上記随意契約は国債取得に伴う

もので、平成２１年度に一般競争

入札を経て複数年度契約を締結

したもの

※注２

上記一般競争入札は国債取得に伴う

もので、平成２３年８月まで複数年度

契約を締結したもの

Ｃ．（株）フジランド

0.3百万円

【競争性のない随意契約】



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 1 計 0

その他 管理費等 0.1

消耗品 教材費 0.01

人件費 研修費 1

B.長沼スクール日本語学校 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

個別事業名： マンスフィールド研修計画（日米行政官交流計画）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ

1 （株）フジランド 会議費 0.3 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 学校法人長沼スクール 研修業務委託 1 1 99.5

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 学校法人長沼スクール 研修業務委託 0.6 随意契約

マンスフィールド研修計画（日米行政官交流計画）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

計 8

その他 2 －

旅費 6 －

執行率（％） － － 63

－ － 6 8

執行額 － － 4

　　　　　　　

繰越し等 － － － －

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 － － 6 8 －

補正予算 －

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

－ － －

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第一項、第七項

関係する計画、
通知等

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成２３年度開始
平成２４年度終了

担当課室 北米第一課 課長　吉田　朋之

会計区分 一般会計 施策名 I-2　北米地域外交

(別紙）

個別事業名 桜寄贈１００周年記念関連事業 担当部局庁 北米局 作成責任者



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

個別事業名： 桜寄贈１００周年記念関連事業

外務省

４百万円

A.ステージ

１．７百万円

○業務概要

周年事業実施に係る業務，出張旅費等

周年事業実施のための会場設営等

助言謝金

B.フォーサイト等

１．４百万円 広報グッズ作成

Ｅ．有識者（２名）

0.０４百万円

Ｄ．出張者

0.２百万円
国外出張

Ｃ．阪急阪神ビジネストラベル

０．３百万円
参加者招聘関連経費

【競争性のない随意契約】

【競争性のない随意契約】

Ｆ．ＡＢＣ社

0.３百万円
諸謝金，設営等

【指名入札】



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 1 計 0

消耗品 広報グッズ作成 1

B.（株）フォーサイト F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

その他 会場設営等 2

個別事業名： 桜寄贈１００周年記念関連事業

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.（株）ステージ E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ

1 大使館 諸謝金，運搬費等 0.3 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 有識者Ｂ 助言謝金 0.02

1 有識者Ａ 助言謝金 0.02

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 出張者Ａ 国外 0.2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 阪急阪神ビジネストラベル行事参加者招聘業務 0.3 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3 （株）イワナシ 広報グッズ作成 0.1 随意契約

2 日本郵便局 記念切手購入 0.2 随意契約

1 （株）フォーサイト 広報グッズ作成 1 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）ステージ 周年行事の会場設営，運営管理等 2 4 38

桜寄贈１００周年記念関連事業

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

計

― ―

執行率（％） 26.1

2 ― ―

執行額 1

繰越し等 ― ―

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 2 ― ―

補正予算

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

― ―

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第一項ロ，第二項

関係する計画、
通知等

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成２３年度開始 担当課室 北米第二課 課長　大鶴　哲也 

会計区分 一般会計 施策名 I-2　北米地域外交

(別紙）

個別事業名
第三国における経済課題に対する日米共同

取組実施経費
担当部局庁 北米局 作成責任者



※平成23年度実績を記入

個別事業名：第三国における経済課題に対する日米共同取組実施経費

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）

外務省

１百万円

A
出張者１名

１百万円

外国出張旅費



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 1 計 0

旅費 会議等参加 1

個別事業名：第三国における経済課題に対する日米共同取組実施経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）



支出先上位１０者リスト
A.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

落札率

1 個人　A 会議等参加 1

個別事業名：第三国における経済課題に対する日米共同取組実施経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

計 2 2

旅費 2 2

執行率（％） ― 14.8 29.0

― 8 2 2 2

執行額 ― 1 1

繰越し等 ― ― ―

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 ― 8 2 2 2

補正予算 ―

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

― ―

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第一項ロ，第二項

関係する計画、
通知等

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成２０年度開始 担当課室 北米第二課 課長　大鶴　哲也

会計区分 一般会計 施策名 I-2　北米地域外交

(別紙）

個別事業名 対日理解促進プログラム関係経費 担当部局庁 北米局 作成責任者



個別事業名：対日理解促進プログラム関係経費

※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）

外務省

１百万円

A
出張者３名

１百万円



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

旅費 会議等参加 0.001

個人C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

旅費 会議等参加 0.02

個人B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0.6 計 0

会議等参加 0.6

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

個人Ａ. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

旅費

個別事業名：対日理解促進プログラム関係経費



個別事業名：対日理解促進プログラム関係経費

支出先上位１０者リスト
A.

10

9

8

7

6

5

4

3 個人　C 会議等参加 0.001

2 個人　B 会議等参加 0.02

1 個人　A 会議等参加 0.6

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



計 3 ―

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

旅費 3 ―

執行率（％） 30.2 8.1

6 2 3 ―

執行額 2 0.2

繰越し等 ― ―

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 6 2 3 ―

補正予算

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

― ―

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第一項ロ，第二項

関係する計画、
通知等

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成２２年度開始 担当課室 北米第二課 課長　大鶴　哲也

会計区分 一般会計 施策名 Ｉ-2　北米地域外交

(別紙）

個別事業名 日米クリーンエネルギー協力経費 担当部局庁 北米局 作成責任者



※平成23年度実績を記入

個別事業名：日米クリーンエネルギー協力経費

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）

外務省

０．２百万

A
出張者１２名

０．２百万円

会議参加旅費



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

個別事業名：日米クリーンエネルギー協力経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 個人　J 打合せ及び会議参加 0.001

9 個人　I 打合せ及び会議参加 0.001

8 個人　H 打合せ及び会議参加 0.001

7 個人　G 打合せ及び会議参加 0.002

6 個人　F 打合せ及び会議参加 0.002

5 個人　E 打合せ及び会議参加 0.01

4 個人　D 打合せ及び会議参加 0.02

3 個人　C 打合せ及び会議参加 0.03

2 個人　B 打合せ及び会議参加 0.04

落札率

1 個人　A 打合せ及び会議参加 0.09

個別事業名：日米クリーンエネルギー協力経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数



計 4 2

0.8 ―

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

旅費 3 2

会議開催経費

執行率（％） 0 52.0 25.4

5 4 5 4 2

執行額 0 2 1

繰越し等 ― ― ―

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 5 4 5 4 2

補正予算 ―

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

― ―

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第一項ロ，第二項

関係する計画、
通知等

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成１４年度開始 担当課室 北米第二課 課長　大鶴　哲也 

会計区分 一般会計 施策名 Ｉ-2 北米地域外交

(別紙）

個別事業名 日米・日加経済関係検討フォーラム開催経費 担当部局庁 北米局 作成責任者



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）

個別事業名：日米・日加経済関係検討フォーラム開催経費

外務省

１百万円

Ａ 旅費

２名

１．１百万円

Ｂ The Nippon 
Club,Inc.
会場借料

０．１百万円



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0.1 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

個別事業名：日米・日加経済関係検討フォーラム開催経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）



支出先上位１０者リスト
A.

B

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 The Nippon Club,Inc 会場借料等 0.1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2 個人Ｂ 出張旅費 0.35

落札率

1 個人Ａ 出張旅費 0.77

個別事業名：日米・日加経済関係検討フォーラム開催経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数



計 2 2

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

0.4 0.4通信費

費　目 24年度当初予算 25年度要求

人件費 2 2

執行率（％） 75.1 75 71.5

3 3 3 2 2

執行額 2 2 2

繰越し等 ― ― ―

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 3 3 3 2 2

補正予算 ―

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

― ―

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第一項ロ，第ニ項

関係する計
画、通知等

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成１８年度開始 担当課室 北米第二課 課長　大鶴　哲也

会計区分 一般会計 施策名 Ⅰ－２　北米地域外交

(別紙）

個別事業名 対北米経済政策に必要な経費 担当部局庁 北米局 作成責任者



※平成23年度実績を記入

個別事業名：対北米経済政策に必要な経費

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）

外務省

２百万円

A 非常勤職員１

名

２百万円

B
Inside Washington 

Publishers社
0.2百万円

C
Trade Reports 

International社
0.1百万円

競争性のない

随意契約

事務補助員雇用

ワシントンウォッチ

購読

Inside U.S. Trade
購読

D
ワシントン・ウォッチ

社

0.2百万円

Washington Trade 
Daily

購読



計 0.2 計 0

通信費 資料購入 0.2

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0.1 計 0

通信費 資料購入 0.１

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0.2 計 0

通信費 資料購入 0.2

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2 計

事務補助員雇用 2

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

人件費

個別事業名：対北米経済政策に必要な経費



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1
Trade Reports
International社

資料購入 0.1 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1
Inside Washington
Publishers社

資料購入 0.2 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

落札率

1 個人　A 事務補助 2

個別事業名：対北米経済政策に必要な経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数



D

10

9

8

7

6

5

4

3

2

落札率

1 ワシントン・ウォッチ社 資料購入 0.2 随意契約

個別事業名：対北米経済政策に必要な経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数


